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は じ め に 

本市では、平成２７年４月１日に議員提案による「北九州市中小企業振興条例」 

が施行されました。 

 この条例は、中小企業が本市経済の発展において果たす役割の重要性に鑑み、中 

小企業の振興の基本となる事項を定めることにより、中小企業の健全な発展及び市 

民生活の向上を図ることを目的としています。 

 本報告書は、条例第１３条に基づき、中小企業の振興に関する施策の実施状況に 

ついて、毎年、議会に対して報告し、市民に公表するものです。 

 令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の流行により、中小企業は、かつて経験し

たことのないほど厳しい経営環境に直面しました。 

こうした状況を踏まえ、本市としては、経営力強化に向けた労働生産性の向上や、人

材の確保、事業承継といった中小企業が抱える継続的な課題に対応するとともに、緊急

経済対策として、新型コロナウイルスにより経営の悪化した中小事業に対して相談窓口

を開設し、制度融資による円滑な資金供給や助成金によるコロナ対策、国の支援制度の

申請支援など様々な支援を行ってまいりました。 

今後とも、コロナ禍の中小企業支援に加え、国・県・北九州商工会議所等との連携強

化、中小企業の経営改善・経営基盤強化や中小企業への市民理解の醸成など中小企業の

振興に向けた施策を着実に推進してまいります。 
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１ 概要  

「中小企業振興条例」第１３条に基づき、中小企業の振興に関する施策の実施状況について、

毎年、議会に対して報告するとともに、議会への報告後は、速やかに公表するものとする。 

２ 構成  

報告書の作成にあたっては、市内中小企業の現状、市内中小企業の抱える課題、主な中小企業

の振興に関する施策について掲載している。 

３ 中小企業者・小規模企業者の定義  

  本報告書の中で、中小企業とは、中小企業基本法第２条第１項の規定に基づく「中小企業者」

をいう。 

また、小規模企業とは、同条第５項の規定に基づく「小規模企業者」をいう。 

「中小企業者」、「小規模企業者」については、具体的には、下記に該当するものを指す。 

業種 

中小企業者 
（下記のいずれかを満たすこと）

うち小規模企業者 

資本金 常時雇用する従業員 常時雇用する従業員

①製造業・建設業・運輸業 

その他の業種（②～④を除く）※ ３億円以下 ３００人以下 ２０人以下 

②卸売業 １億円以下 １００人以下 ５人以下 

③小売業 
５，０００

万円以下 
５０人以下 ５人以下 

④サービス業※ ５，０００

万円以下 
１００人以下 ５人以下 

※下記業種については、中小企業関連立法において政令に基づき、中小企業とする場合がある。 

【中小企業者】 

①製造業 

ゴム製品製造業：資本金３億円以下又は常時雇用する従業員９００人以下 

④サービス業 

ソフトウェア業・情報処理サービス業 

：資本金３億円以下又は常時雇用する従業員３００人以下 

旅館業    ：資本金５千万円以下又は常時雇用する従業員２００人以下 

【小規模企業者】 

④サービス業 

宿泊業・娯楽業：常時雇用する従業員２０人以下 
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４ 報告  

（１）市内中小企業の現状について 
市内事業所の９９％、従業員数の約８割を占める中小・小規模企業は地域経済の要であり、雇

用を支える重要な役割を担うものと認識している。しかしながら、人手不足や高齢化といった従

来からの構造変化に加え、新型コロナウイルス感染症の影響による事業環境の変化など、中小企

業を取り巻く環境は、非常に厳しいものとなっている。 

【規模別 中小企業・小規模企業の事業所数・従業員数】 

全産業 
中小企業 

小規模企業 

事業所数 ４１，７７２件
４１，３５８件

（９９．０％）

２９，１２８件

（６９．７％）

従業員数 ４３４，７１４人
３３９，７６２人

（７８．２％）

９６，６９６人

（２２．３％）

出典：Ｈ２８経済センサス（活動調査） 

【規模別 中小企業・小規模企業の事業所数・従業者数 割合】 
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【産業別 中小企業・小規模企業の事業所数・従業者数】        単位：件、人

産業 
全事業所 大企業 中小・小規模企業者 

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 

製造業 2,119 55,478 28 16,820 2,091 38,658

卸売業 2,818 24,729 9 1,888 2,809 22,841

小売業 8,457 60,708 124 11,697 8,333 49,011

サービス業 22,364 219,323 245 59,175 22,119 160,148

農林漁業 39 419 0 0 39 419

その他 5,975 74,057 8 5,372 5,967 68,685

合 計 41,772 434,714 414 94,952 41,358 339,762

出典：Ｈ２８経済センサス（活動調査） 

【産業別 中小企業・小規模企業の事業所数・従業者数 割合】 
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（２）市内中小企業が抱える課題について 
令和２年度は、喫緊の課題として、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う売上減少、および資

金繰りの悪化、従業員の雇用維持、感染防止対策への対応が挙げられる。 

さらに、令和元年度以前から、中小企業が継続的に抱えている、経営力強化に向けた労働生産

性の向上、労働人口の減少に伴う働き手の確保、経営者の高齢化による事業承継などの課題につ

いて、対応する必要がある。 

なお、ウィズコロナ、アフターコロナを見据えて、イノベーションを促進し競争力を強化する

ＤＸの導入や、持続可能な成長と新産業、新たな雇用を生み出すゼロカーボン、グリーン化への

対応、ＳＤＧｓの推進にも、今後取組む必要がある。 

（３）令和２年度の主な中小企業の振興に関する施策 
ア 新型コロナウイルス対策に関する支援 

（ア）新型コロナウイルスに関するワンストップ相談窓口運営事業（第９条第４項） 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けた市内事業者の支援のため、市内３か所（戸 

畑・小倉・黒崎）に事業者向け相談窓口を設置し、資金繰りや雇用調整助成金等の活用を支 

援した。

相談内容 

（１）資金繰り相談（危機関連保証・セーフティネット保証の認定） 

（２）雇用調整助成金申請支援 

（３）国・県・市の各種助成金相談 

相談件数 

窓口 １４，１６９件 

 うち雇用調整助成金 １，９７０件 

電話 ２６，７８２件 

合計 ４０，９５１件 

危機関連保証・セーフティネット保証 認定件数 １４，２２２件 
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  （イ）中小・小規模企業融資（第９条第２、４項、第１２条） 

市内中小・小規模企業が、事業を行う上で必要な運転資金や設備資金を円滑に調達できる 

よう、危機関連保証、セーフティネット保証の認定を行い、金融機関と福岡県信用保証協会 

と連携して、中小・小規模企業の資金繰りを支援した。 

制度融資名
北九州市中小企業融資制度 

（景気対応資金） 

福岡県中小企業融資制度 

（新型コロナウイルス感染症対応資金）

利 用 状 況
２，５３６件、約６２８億円 １２，１１６件、約１，９８３億円 

合計：１４，６５２件、約２，６１１億円 

（ウ）北九州市持続化緊急支援金（第９条第２、４項） 

新型コロナウイルス感染症の影響で売上が減少した事業者を救済するため、県が給付する 

「福岡県持続化緊急支援金」へ給付金を上乗せして支援した。 

給付額 
中堅・中小企業等    ：一律２０万円 

個人事業主・フリーランス：一律１０万円 

実 績 支給件数：２，０３１件、支給額 ：３億３２０万円 

（エ）北九州市休業要請等賃借料緊急支援金（第９条第４項） 

    新型コロナウイルス感染拡大にともない、休業等を行った施設に対し、家賃等相当額を支

援した（北九州市独自の支援策として国・県に先駆けて実施）。 

給付額 １ヶ月分の賃借料の８割（上限４０万円） 

実 績 支給件数：５,０３９ 件、支給額：６億６,３３８万円 

（オ）北九州市中小事業者一時支援金（第９条第４項） 

    令和３年１月から３月の期間に売上が減少した事業者で、県の感染拡大防止協力金や国の

一時支援金等の給付対象外となる事業者に対し、支援金を給付する。なお、支援金の給付は、

令和３年４月から実施。 

支給要件 

給付額 
事業者 

令和３年１～３月の 

いずれかの月の売上 

飲食店時短営業又は

外出自粛等の影響を

受けている事業者 

前年又は前々年の同月と比べ、

売上減３０％以上５０％未満 

法人 最大１５万円 

個人 最大１０万円 

時短要請対象の飲食

店、及び飲食店時短営

業又は外出自粛等の

影響を受けている事

業者以外 

前年又は前々年の同月と比べ、

売上減５０％以上 

法人 最大１５万円 

個人 最大１０万円 

前年又は前々年の同月と比べ、

売上減３０％以上５０％未満 

法人 最大１０万円 

個人 最大 ５万円 
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（カ）新しい生活様式の店舗助成事業（第１１条） 

    緊急事態宣言の終了に伴う事業再開に向け、人が集まる店舗等における市民の感染予防の

徹底を図るため、感染防止対策に対応した店舗改修等を支援した。 

１回目 店舗改装（換気扇、間仕切り、非接触型自動水栓などの設置）に対する助成 

２回目

（１）店舗改装（換気扇、間仕切り、非接触型自動水栓などの設置）に対する

助成 

（２）ビルオーナーに対する助成 

（３）消耗品（消毒液やマスクなど感染防止対策品）の購入支援 

支給件数：４，０３５件、支給額：約６億３，５００万円 

（キ）クラウドファンディングによる飲食業の先払い支援（「夏に行く券」「春にいく券」） 

     （第９条第４項、第１１条） 

飲食店等の事業者を支援するため、クラウドファンディングを活用した資金調達を実施し 

た。事業内容は、支援者に将来使えるプレミアム付の応援チケットを発行し、事業者はコロ 

ナ収束前に資金を受け取ることができるものである。 

事業名 登録店舗 支援者数 支援金額 

夏に行く券 
第１回 ４０７店舗 ５，４４５人 約８，９７０万円 

第２回 ５９４店舗 ３，２５１人 約５，６００万円 

春にいく券 ５１７店舗 ２，７３２人 約５，５００万円 

（ク）商店街プレミアム付商品券発行支援事業（第９条第２項、第１１条） 

福岡県の助成制度と合わせて、商店街等が自主的に取り組むプレミアム付商品券の発行を

支援した。 

助成内容 

プレミアム率：２０％ 

助成額：販売総額の１０％＋事務費 

（県の１０％と合わせてプレミアム率２０％まで全額補助） 

発行実績 

１回目 発行団体：  ３８団体、発行総額：約２４億円 

２回目 発行団体：  ３２団体、発行総額：約１５億円  

合 計 発行団体：延べ７０団体、発行総額：約３９億円 

（ケ）宿泊施設を活用したテレワーク支援（第９条第１項） 

市内宿泊施設をテレワークの場や一時的な滞在先として提供することにより、感染拡大を

防止するとともに、感染拡大期に宿泊者の減少により厳しい経営を強いられている宿泊事業

者を支援した。 

助成内容 

【１回目（４月１６日～６月３０日）】 

 １人１日利用あたり３，０００円を上限に半額を助成 

【２回目（１月１２日～３月３１日）】 

 １人１日利用あたり３，５００円を上限に半額を助成 

助成実績 
【１回目】４４施設 １６，７００人 

【２回目】４５施設 ３７，０６２人 
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（コ）宿泊モニターキャンペーン（第９条第１項） 

需要回復策として割引販売を条件に市が部屋を買い上げ、宿泊モニターに格安で販売する

キャンペーンを実施し、市内宿泊事業者の早期業績回復を支援した。また、参加する市内宿

泊事業者が、施設内において宿泊者の感染防止対策を行うための経費の一部を助成した。 

宿泊モニター 

キャンペーン 

概要 
販 売 価 格：１，０００円～３，０００円 

買上（販売）数：６．５万人泊 

実績 
参加施設：６０施設 

宿 泊 数：約６４，０００人泊 

「新しい生活様式」

環境整備助成 

概要 
上限額：客数１１室以上 ２０万円 

    客数１０室以下 １０万円 

実績 助成施設：６０施設 

イ 生産性向上に関する支援 

（ア）先端設備等導入計画（固定資産税ゼロ特例事業）（第９条第１項） 

本市では、国が創設した償却資産に係る固定資産税の特例措置を活用して、中小企業等の 

新規設備投資に係る固定資産税を３年間ゼロとしており、中小企業がこの制度を利用する 

際に必要となる「先端設備等導入計画」の受付・計画認定を実施し、生産性向上に取り組 

む中小企業の支援を実施した。 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

認 定 件 数 １５７件 １５１件 ７２件 

投資見込額 約４１億円 約４２億１千万円 約６７億３千万円 

（イ）ＤＸ推進プラットフォーム事業（ユーザーとベンダー融合事業） （第９条第１項） 

ＤＸ活用の提案ができる企業と地元企業とをつなぐプラットフォーム（活動基盤）をつく 

り、市内企業のＤＸ活用促進を図った。 

 令和２年度実績：プラットフォーム登録企業：１５８社 内ベンダー： ４３社 

                            ユーザー：１１５社 

（ウ）中小ものづくり企業のＤＸ推進成長支援モデル事業（第９条第１項） 

市内中小ものづくり企業が実施する、ＩＴを活用した遠隔地からの保守管理システムの開 

発、ＨＰ制作、製品管理システムの導入検証、ペーパレス化などＤＸ化に向けた各種取組経 

費の一部を補助した（令和２年度新規事業）。 

 交付件数 金 額 

令和２年度 ２６件 ３６，１４８千円 

（エ）産業用ロボット導入支援関連事業（第９条第１項） 

市内中小企業の生産性向上、競争力強化を図ることを目的として産業用ロボットの導入等 

に対して補助金を交付した。 

年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

交付件数 ５件 ６件 ８件 

金  額 １８，９９８千円 １３，３３４千円 ３３，３７３千円 
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（オ）中小企業技術開発振興助成金（第９条第４項） 

市内中小企業の新技術・新製品開発を支援するため、研究開発に必要な資金の一部を助成 

 した。令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、事業中止とした。

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

申請件数 １０社 ８社 

未実施 交付件数 ６社 ５社 

金 額 ２１，２２０千円 ２０，３００千円 

（カ）新成長戦略推進研究開発事業（第９条第４項） 

「自動車」「ロボット・ＡＩ・IoＴ」「医療・保健・介護・福祉」「革新的ものづくり」の 

四分野において、実用化が見込まれる新技術・新製品の研究開発に対して補助金を交付した。 

年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

交付件数 ７件 ５件 ３件 

金  額 ３３，２６２千円 １６，８８８千円 ９，０００千円 

（キ）環境未来技術開発助成制度（第９条第４項） 

循環型社会、脱炭素社会の実現に向け、新規性、独自性に優れ、かつ実現性の高い環境 

技術の研究に対して研究費を助成した。 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

交付件数     ８件 １６件 １３件 

金 額 ４４,８４５千円 ６４,４１９千円 ５９,３６９千円 

※交付実績は、中小企業以外（大学、みなし大企業）も含む。 

ウ 人材確保に関する支援 

（ア）中小企業人材確保支援助成金（第９条第４項） 

市内中小企業者における人材確保を支援するため、市内の中小企業団体が、若年者や女性 

等の人材確保を目的として独自に取り組む、業界のイメージアップや職場環境の改善などを 

図る事業に必要な経費の一部を助成した。 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

交付件数 ７団体 ９団体 ３団体 

金 額 １，６２１千円 １，９０９千円 １１４千円 
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（イ）ものづくり中小企業女性等職場環境改善支援事業（第９条第４項） 

ものづくり分野での女性や高齢者の人材確保や定着を支援するため、市内の中小製造業 

者・建設業者が、女性専用設備（トイレ、更衣室、休憩室等）や女性や高齢者の作業をアシ 

ストする機器の設置など、女性や高齢者が働きやすい職場環境の改善に取り組む際に必要 

な経費の一部を助成した。 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

交付件数 ６社 ６社 ７社 

金 額 ２，５８３千円 ２，７５０千円 ２，５００千円 

（ウ）ゲンバ男子・ゲンバ女子運営事業（第９条第４、９項） 

本市では、市内中小企業の人材確保を支援するため、大阪市の中小企業支援機関である大 

阪産業創造館の「ゲンバ男子」の全国ネットワークに参画し、平成２８年度より、中小企 

業の業界のイメージアップを図るための事業として、「ゲンバ男子・ゲンバ女子運営事業」 

をスタートした。 

これまで、市内企業の現場で働く若手社員を紹介する専用ＨＰの公開や、facebook や 

   instagram など SNS での情報発信などの取組みを行い、市内製造業の魅力発信に努めてきた。 

【ゲンバ男子・ゲンバ女子ホームページ】 

（エ）北九州市Ｕ・I ターン応援プロジェクト（第９条第４項） 

本市へのＵ・Ｉターン就職希望者と市内企業のマッチングを図るため、小倉と東京の  

２か所に常設の窓口を設置し、専任コンサルタントによる伴走型の就職支援と職業紹介を

実施した。 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

登 録 者 数 ９２４人 ８９９人 １，０３２人

求 人 件 数 １，９３２件 １，７９１件 ２，２０５件

就職決定者数 ２３０人 ２２１人 ２１５人
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（オ）就労支援施設における人材確保支援（第９条第４項） 

本市では、市内３か所に就業支援施設を設置し、就業相談や各種セミナーを実施するとと 

もに、職場体験や職業紹介などを実施することで、市内企業の人材確保を支援した。 

施設 場所
就職決定者数 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

若者ワークプラザ北九州 小倉 ９５１人 ７９３人 ５２３人

若者ワークプラザ北九州・黒崎 黒崎 ４０９人 ４０７人 ２５３人

高年齢者就業支援センター 戸畑 １，１７３人 １，１８５人 １，０７３人

合計 ２，５３３人 ２，３８５人 １，８４９人

（カ）合同会社説明会（第９条第４項） 

新卒学生や転職希望者が企業の採用担当者から直接、採用に関する説明を受ける合同会社 

説明会を開催することで幅広いマッチングの場を提供した。従来の対面式の他、遠方に住 

む学生等会場に来場できない求職者に向けてウェブ上の説明会も実施した。 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

出展企業数 ７３０社 ５４５社 ６８１社

参 加 者 数 １，８５１人 １，３８０人 １，９２５人

エ 中小企業の後継者育成に関する支援 

（ア）事業承継・Ｍ＆Ａ促進化事業（第９条第１項） 

    市内の中小企業が持つ優れた技術や経営資源を将来にわたって継続させ、雇用の場の確保 

などを図っていくため、啓発セミナーの開催や訪問相談、事業承継の具体的な取組みに要す 

る経費の一部助成など円滑な事業承継をトータルで支援した。 

 加えて、令和２年度から、北九州市中小企業融資制度において、事業承継資金を新設し、 

事業承継にあたって資金面での支援も拡充した。 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

啓発セミナー ５回（１２５名） ４回（１２７名） ３回（７５名） 

訪 問 相 談 ３０回（２２社） ２５回（１７社） １２回（９社） 

助 成 金 ４件（２，０００千円） ４件（２，０００千円） １件（５００千円） 
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オ 受注拡大・販路開拓に関する支援 

（ア）中小企業ＤＸ促進事業（第９条第１項） 

    販路拡大・生産力向上へとつながるデジタル技術の効果的な活用方法の習得を行うため、 

専門事業者によるＷｅｂセミナーの開催や、個別相談などの支援を実施した。 

・Ｗｅｂセミナー：ウイズコロナにおける既存顧客の維持や新規顧客獲得を狙いとし、

デジタル技術を活用したオンライン営業のノウハウが習得できるセ

ミナーを実施した。また、製造部門の競争力強化のための業務改善

ツールや開発企業を紹介した。 

 ・個 別 相 談 会：個別相談において、既存の営業プロセスや製造ラインの課題を明確 

化し、販売促進や生産性向上につながる政策提案を実施した。 

 令和２年度実績：セミナー開催数   ９回  

          セミナー参加企業数 ３９社（２２９名） 

          個別相談会実施数  ２１回（４社） 

（イ）北九州発！新商品創出事業（北九州版トライアル発注制度）（第９条第１項） 

    市内中小企業者が開発した独創性豊かな新商品及び新サービスを認定し、広報支援やトラ

イアル発注を行うことで販路拡大を支援した。令和２年度は、「新型コロナウイルス感染防

止対策枠」を新設し、新商品の普及による感染拡大防止にも取り組んだ。

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

認定件数 従来枠 １件 従来枠 ２件 
従来枠 ３件 

コロナ枠 １２件 
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（ウ）オンリーワン企業創出事業（第９条第１項） 

北九州発の独創的な製品や技術、サービスを提供するとともに、地域社会等に対して十分 

な社会的使命と責任を果たしている優れた中小企業を「オンリーワン企業」として認定し、 

これら企業を本市の看板企業として、国内外に情報発信・プロモーションすることにより、 

地域経済の振興を図る。 

    事業を開始した平成２０年以降、これまで２３社を認定し、令和２年度は、第６回認定企 

業の公募を実施した。 

（エ）「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」に基づく対応（第９条第５、７項） 

官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律に基づき、工事の発注、物品およ 

び役務の調達等の実施にあたり、中小企業の受注機会の増大に努めるものとした。 

【中小企業向け契約実績】 

 平成３０年度 令和元年度 

官公需総実績額 約１，３１７億円 約１，２６２億円 

中小企業・小規模事業者向け 

契約実績額 

（中小企業者比率） 

約１，０７１億円 

（８１．３％）

約１，０６０億円 

（８４．０％） 

※令和２年度実績は、集計中。 



14 

（オ）指定管理者制度における地元団体（中小企業）への配慮（第９条第６項） 

北九州市指定管理者制度ガイドラインに基づき、指定管理者候補には限定を設けずに幅広 

く門戸を開くものとし、選定にあたっては、地域経済を活性化する観点から、競争性の確保 

とバランスを取りながら、中小企業を含む地元団体に対して一定の配慮（選定時における地 

元企業への加点など）を実施した。 

カ 商業・サービス業に関する支援 

（ア）商店街の空き店舗への出店支援（シャッターヒラクプロジェクト）（第１１条） 

市内商店街の活性化を目指すため、商店街の空き店舗に出店する事業者に、賃借料又は改 

装費の一部を補助した。 

 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

補助件数 ７件 １９件 ４０件 

うちメイト黒崎支援 ―  １件 ９件 

補助金額 ５０３万円 １，０１１万円 ２，２８７万円 

うちメイト黒崎支援 ―   １２０万円   ９９６万円 

（イ） 商店街等に対する支援事業（第１１条） 

市内商店街が取り組む、活性化に向けたイベント等の実施、共同施設の設置などの事業 

   経費の一部を補助した。

事業名 概要 

補助実績 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

中 小企 業

団 体共 同

施 設等 設

置補助 

商店街などの

中小企業団体

が、共同施設や

環境改善施設、

防火関連設備、

省エネ型照明

設備を設置等

する場合に、経

費の一部を補

助 

6 件 7,180 千円 7件 16,418 千円 7件 2,992 千円

商 店街 賑

わ いづ く

り スタ ー

ト 支援 事

業 

商店街や協議

会等が実施す

る賑わいづく

りのためのイ

ベント、ガイド

マップ作成等

の情報発信、共

同宅配事業な

どについて、立

ち上げ時の経

費の一部を補

助 

2 件 500 千円 4件 3,196 千円 3件 1,253 千円


